平成２１年度第３回

広島市青少年と電子メディアに関する審議会

１　開催日時　　　平成２２年３月２４日（水）午前１０時から正午
２　開催場所　　　広島市役所１４階第７会議室

３　出席者

⑴　委員（５０音順）１０名中６名

石田委員、小田委員、越智委員、川西委員、平田委員、松田委員

（欠席：小野委員、河野委員、下田委員、長尾委員）

⑵　事務局（市）

教育委員会青少年育成部長、育成課長、育成課職員

４　公開・非公開の別

公開

５　傍聴人

無し

６　会議次第

⑴　開会

⑵　議題

　ア　今後の取組について

　　　(ｱ) 中学校入学説明会用保護者向け啓発DVD

　　(ｲ) ノー電子メディアデーの実施

　　(ｳ) 電子メディア子ども会議の実施

イ　本市フィルタリング基準と携帯電話事業者のアクセス制限の状況について

ウ　フィルタリング検討部会（仮称）の設置について

エ　その他

　⑶　閉会
７　議事録

別添のとおり

■開会

（事務局）
それでは、ただいまから、平成２１年度第３回広島市青少年と電子メディアに関する審議会を開催いたします。
本日は、大変お忙しい中、お集まりいただきまして、誠にありがとうございます。本日御出席いただきました委員の皆様の御紹介でございますが、お手元にお配りしております配席表をもって代えさせて頂きたいと存じます。
なお、本日の会議には、「小野委員」と「河野委員」と「長尾委員」と「下田委員」が、御都合により欠席されておられます。
さて、本審議会の委員定数は１０名でございますが、現在御出席の委員は６名で、過半数に達しておりますので、「青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに関する条例施行規則第９条」の規定により、審議会は成立したことをご報告いたします。
これからの進行は越智会長にお願いいたします。越智会長、よろしくお願いいたします。
■議題１　今後の取組について

（越智会長）
それでは早速議題へ入らせていただきます。議題１です。「今後の取組について」ということで、事務局から説明をお願いしたいと思います。

（事務局）
今後の取組について３点ほどご報告をさせていただきます。来年度の予算は、財政的に非常に厳しい中、電子メディアに関する対応につきましては、温かい配慮をいただきまして、新規事業を盛り込むことができております。
まず第１点目、中学校入学説明会用保護者向け啓発ＤＶＤについてです。保護者向けの啓発事業としましては、電子メディア・インストラクターによる啓発事業を展開しております。４月にスタートしたのですが、延べ約２，５００名の受講者があるという、非常に充実した啓発事業になっております。中学生は市全体で約３万人いますが、この啓発事業には、子どもの教育や子どもをどのようにしたらよいのか、と考えていただける方に参加していただいています。
では、そうでない方にはどうすればいいか、という大きなテーマがございまして、着目したのが中学校の入学説明会というタイミングです。中１というのは、携帯を持ち始める一つの契機になります。子どもの中学校入学説明会というのは、基本的には多くの保護者に来ていただける機会です。そういう多くの保護者が集まる機会を捉えまして、保護者全員に「ケータイ（携帯電話）利用と保護者の責任」といったタイトルのＤＶＤを視聴していただき、電子メディアを適正に利用するために必要な知識を習得する機会としたい、と考えています。内容は、２の概要のとおり、ＮＰＯ法人青少年メディア研究協会理事長下田先生に制作を依頼しております。市立中学校全校６４校に配布したいと考えております。
試作品はいくつかの中学校で既に見ていただいております。実施した学校での感想は４の所に書いておりますが、いずれも良い感触を得ております。本日は、これを見ていただければと思いまして用意しております。
＜ＤＶＤ試写＞
（越智会長）
ありがとうございました。以上が「議題１の１　啓発ＤＶＤ」の中身ですけども、これについて御意見、あるいは御質問、御感想がありましたらお願いします。
（越智会長）
入学説明会というのはいつごろですか。
（事務局）
１月ぐらいから３月ぐらいまでです。
（越智会長）
３月までですか。では、今年は、ほとんど終了しているということですかね。
（事務局）
そうですね。
（越智会長）
ＤＶＤの長さは、いい時間ですね。
（松田委員）
素晴らしいビデオだと思いますし、１０分という、会長もおっしゃったようにちょうど良い時間です。しかも入学説明会、たぶん保護者が一番集まるタイミングですね。ここを逃すといろんな意味で参加が減りますから、このタイミングで１０分流すというのはとても良い試みだと思います。現状では多分、ベストだろうなぁと思います。
ただ、あれでも多くの保護者は、どのくらい危ないかというのは、やっぱりわからないと思うのですよ。「まあ、そういうものだろうな」と。いろんな、もっと長い、１時間くらいの具体的な映像が、別に準備されているかと思うのですけれども、そういうところまで見て、初めて本当に危ないのが実感できると思うのです。ですから、１０分間、入学説明会という最も多くの保護者が参加するところで上映し、後はもっと個別に、どのくらい危ないのかというところを、もっと具体的なところで見せていくことが必要だろうと思います。
（越智会長）
法律的な観点からはいかがでしょう。
（平田委員）
法律的な観点ではないのですけど、私も松田委員が言われたように、おそらく１０分でまとめられて全体を網羅するような趣旨でつくられていると思うのです。前に、ここでされたように、具体的にこういった実態なんだということを保護者の方に知っていただくような機会を、継続的に設けることで、初めて親の方も本気になるのかな、というような気がしています。
（越智会長）
要するに、どういう機会を利用して啓発していくか、ということですよね。入学説明会がベストである、という松田委員のご指摘です。
（石田委員）
機会に関してはいろいろと意見がありましたが、入学の時だけではなく定期的にやっていく必要がやっぱりあると思います。非常にコンパクトにまとまっていて、興味のある人にはさっと入ってくるのでしょうけど、そんなに興味のない人には、残らない人もいるかもしれない。大事なことだから定期的に繰り返しやる。入学以降、こういった啓発を繰り返していくということがやっぱり大事かなと思います。

保護者の方が次に困るのは、実際に子どもがケータイを持ちたい、と言った時ですね。そういう子どもとの向き合い方のノウハウっていうんですか、そういったものをロールプレイングじゃないんですけれど、子どもがこんな風にごねたら、こんな風に持ちたいから、こんな風に隠れてやっているんじゃないかという時に、どんな言葉でどういう風にやっていけば説得力を持って指導できるか、そういったものを、後々、入れていかれるとよいのではないでしょうか。
実際に子どもがごちゃごちゃ言ったときに、なかなか親として、毅然とした態度で言えるかっていうとなかなか言えない。僕らの業界では結構そういう場面を見るので、そういったところを次の手段として考えてもいいのかな、と感じました。
（川西委員）
私の娘は、今年、中学校を卒業したのですが、中学校入学説明会の時にこういうことはありませんでした。親がそろうといったら何かの説明会、修学旅行の説明会とか進路説明会にはたくさんこられるのです。
中学校で携帯電話を持たす親も大半ですが、高校の受験が終わったら持たす、という親も大半なので、進路説明会などを利用してやっていただいてもよいのではないかと思います。

受験に合格したら、娘の友達の大半が携帯電話を持ったので、そういう時期を利用していただいても、もっとありがたいかな、と保護者として思いました。
（越智会長）
もっと良くするとか、もっと効力を高めるためにどういう工夫があるか、そういう御意見があればありがたいのですが、何かございませんか。
（小田副会長）
この取組に対して、私は異論なく、このままでやっていく必要が十分にあると感じております。
もう一つはですね、持つ人間に対する教育っていうのは中学生ぐらいでしょうか。実際に持つ時点から真剣に考える、これは一つの側面でしかないという様に私は感じています。
海外の教育事情を見ますと、いろんなところで、啓発活動のような形でリテラシー教育をやっているわけですよね。隣の韓国でもやってます。そういった部分を学校のカリキュラムの中に、授業の中に入れているとか、そういうことも今後していかないと、根本的な解決になっていかないように思います。このような電子メディアに関する審議をしているところからの提案としては、そういったところの強化も必要だと感じております。
（越智会長）
私の気になったことも申し上げます。非常に、本当に良い取組だなと思います。ただ、いろんな保護者の方がこれを御覧になりますよね。中には自分勝手に理解する方もいらっしゃると思うんです。

気になったのは、フィルタリングの説明が出てくるまでは「フィルタリングをしていない、アクセス制限していないというのは非常に危険ですよ」という話がずっと続きましたよね。その後「フィルタリングはやっぱり大事ですよ」と。そのことに関して保護者の責任という話題が出てきたと思うのです。　

全体のテーマやサブタイトルに「学校に持ってきてはいけない理由」という言葉がありましたよね。フィルタリングをしなければもちろん学校に持ってきてはいけない。では、フィルタリングをしたら学校に持ってきていいのかどうか。その辺の明確な話がありませんでした。ですから、配布資料か何かを作られて、広島市ではこういう方針を立てていますよ、ということを伝えた方がいいと思います。
特に伝えなきゃいけないのは、フィルタリングに関する条例ですよね。条例があるから、僕たちの審議会もそれに従って活動しているのです。フィルタリングをしなきゃいけないわけですよ。業者だけではなく、保護者にもその責任はあるわけです。だからフィルタリングをしなきゃいけませんよ、最低限の責任ですよ、ということをわかるような、何か資料を、簡単なものでいいですから、付けられて配布された方が良いのじゃないかなと思うんですね。
もう一つ。家庭の事情で持たさざるを得ないような、そういう子も中にはいると思うんですね。特に小学生なんかについて言えるでしょうけど、学校が終わって塾へ行って、遅くなって、連絡のために必要だとかですね。場合によってはＧＰＳかなんかを付けておいて、安全を図るような親もいらっしゃる。そういう人たちにまで、学校に持ってきてはいけないという話をして、本当に持って行ってはいけないんだ、と親が考えるとしたら、つまらない誤解が生まれるかもしれない。ちゃんとフォローした方がいいような気がします。
個人的な質問ですけど、フィルタリングを施した携帯電話はいかがですかね。持ってきてもいい場合もあるのですか。
（小田副会長）
ルールづくりの時に、私も絡んだのですが、そこでもちょっと論議があったんです。基本的には持ってきてはならないといっても、実際に高校生が何割持ってきているかというのを調べてみたら、とんでもない数を持ってきている。ほとんどの子が携帯持ってきているわけですよ。だから対策を考えていかないと根本的なものにならない気がするんですね。

例えば、これは考え方だと思うんですけど、学校に携帯を持ってきてもいいと。その代わり学校に持ってきたら携帯を入れるボックスがある。ボックスに入れて、学校が管理していただく。どうしても塾とかそういったところで必要な学生には、帰りに渡して返すというような形をとる、とかですね。

具体的な方策をつくらない限りは、建前論になってしまいます。学校に聞くと「いや、持ってきません」という。実はみんな持ってきている。これが現実なんですよね。やっぱりそこを本気になって考えていかないと、堂々巡りが繰り返されると思うんですね。
ですからさっき言いましたように、並行して本人たち、つまり携帯を持つ人間をどう教育していくかというのが、これから次のステップとしての課題ではないかと感じてはいるんです。
（越智会長）
小学校とか中学校だったら、学区と生活圏が重なってますよね。広島市では、子どもは市内の学校に行くことになっているんですよ。ところが高校になるとちょっと様子が変わりますよね。市外の高校に行く子がたくさんいる。私が知っている高校、市外のある学校はですね、携帯はフリーですね。学校としてもフリーです。その代わり、先程ちょっとおっしゃいましたけど、本人の自覚を非常に重視している。でも、今のところ問題は起こってないですよね。そういう学校もあれば、持ってきてはいけない、と、明確に校長先生が方針を出している学校があります。じゃあ、実際どうなのかというと、今おっしゃったような、持っていないことになっているみたいなところで、何とかバランスを保っている状況であるような気がするんですよ。
場合によっては、学校のそれぞれの考えに沿ってやっていけばいいような気もするんですけども。でも、それは明確にわかるようにしていかないといけないですよね。保護者にも明確に伝え、子どもにも明確に伝え、外からもわかるような形にしておかないと。隣の友達は学校に持っていっていいのに、自分は持っていっちゃいけないとか、隣だけは持っていってもしかられないとかじゃ困ります。非常にあいまいな感じになる場合もありますけど、場合によっては考えてみる必要があるような気もします。
（事務局）
現在は文部科学省から通知が出ていて、原則的に小中学校は学校への持ち込みは禁止になってます。ただ、おっしゃっていたように、どうしても使わなければならない場合については、学校と保護者との協議の中で柔軟に対応する形になっています。
それからもう一点、ＤＶＤの使い方ですが、越智先生から御指摘がありましたことについてですが、我々も、これを使うに当たって補足説明が、校長先生なりあるいは生徒指導担当とか、あるいは電子メディアを担当している先生に対して、必要ではないかと考えています。

持ち込み禁止の通知とか、広島市の条例のこととか、ＤＶＤの中に出てきましたフィルタリングのこととか、そうしたいくつかの基本的なことについては、やっぱり補足説明をする必要があるのでないか。そのための資料を同時に学校に配布したいと考えています。配布する資料づくりも考えておりますので、今日の皆さんからの御意見を、資料づくりに反映させていきたいと思います。ありがとうございました。
（越智会長）
いずれにせよ画期的なことですので、今後も続けて、より一層充実できるように方策を考えていただければと思います。
それでは次の議題ですが、「議題１の２　ノー電子メディアデーの実施について」の議題の方に移りたいと思います。それでは御説明いただけますか。
（事務局）
子どもたちが、テレビやゲームなどの電子メディアに過度に接触している状況は好ましいものではございません。電子メディアから引き離す取組は、ノーテレビデーといたしまして、平成１７年度から継続しております。今年度の取組は、１万４，８９８家族の御協力を得るなど、非常に取り組みやすい充実したものになっております。
このノーテレビデーという取組を、ノー電子メディアデーとして発展させていきたいと考えております。実施期間ですが引き続き１０月から１１月の「早寝早起き元気なあいさつ朝ごはん運動」と連携して実施したいと考えております。対象は中学生以下の子どもがいる家族。事業の内容でございますが、家族全員で電子メディアについて取り組む、電子メディアについて話し合うことのできる契機としたいと考えております。
１番目ですが、チャレンジする電子メディアを家族で相談していただきたい。テレビや、ビデオ、パソコン、携帯電話、ゲーム、どれをどのように取り組んでいこうかということです。
２番目は、ノーテレビデーで指摘をされておりました例外規定の話です。ノーテレビデーの時、「ニュースは見られないのか」という意見もありましたが、そういうこともやはり家族で話し合っていただければと思います。
３番目のチャレンジの日数を選ぶ。これはノーテレビデーに非常に多くの参加をいただいた一つの要因だと思います。その家族に取り組める範囲内の挑戦を家族で話し合って選んでいただくということで、初級、中級、上級コースを設定したものでございます。以上でございます。
（越智会長）
ありがとうございます。取組をずっと続けてこられたノーテレビデーをノー電子メディアデーという、そういう形でさらに進化させたい、徹底したい、ということだと思います。何か御意見ございませんでしょうか。
特に、事業内容で対象にするメディアとして、いくつか挙げてございます。テレビ、ビデオ、ＤＶＤ、パソコン、携帯電話等。電子メディアは、これでだいたい網羅してるような気もしますがこれ以外もあるかどうか、これでいいのかどうか、あるいはこれには加えるべきでない、とお思いになられるようでしたら、そういう御意見もいただきたいのですが。

あるいは例外規定ですね。例外規定について、追加するこういう例外もありましたらそれもお話しいただきたいです。
（松田委員）
ノーテレビデーは私がＰＴＡの役員をやっていた頃に始まりました。我が家は参加できなかったので、参加された方のお話をちょっと聞いてまいりました。

最初は、柔軟性が無かったですよね。ハードルがすごく高かった。やっぱり参加は無理だ、というところが多かったのですけど、こういう風に、例外規定があったりだとか、ある程度、家族で話し合ったりという方向はとても良いと思います。
初心者コースが１日になっていて、中級が５日と、段々ハードルが高くなってるような感じを受けるんですが、経験者から私が聞いてる範囲だと、日数が長くても小さい子どもは、楽なんですね。親のコントロールが効くということもありますし。だましだましでなんとなく１週間やっちゃったと。１週間過ぎたら、平気になっちゃったと。小さい子どものほうが、制約をたくさん設けても、長期間をいきなりできるので、そのあたりを初級・中級ということではなくて、もう少し違うようなアプローチ方法を考えられた方がいいんじゃないかという感じはします。
（越智会長）
例えば小学校コースとか中学校コース…。
（松田委員）
今は、パっと思いつかないんですけども、これだとやっぱり一番簡単なのが初級コースからみたいな感じになるのです。現実には、小さい子どもの方が高いハードルが越えられるみたいなので、そういうコース設定の方がいいんじゃないかなという感じがします。
（越智会長）
はじまったころはハードルが高かったとおっしゃいましたよね？
（松田委員）
２週間でしたっけ。２週間もテレビを見ない、みたいなのは、さすがに勘弁してくれ、という事だったんですけど。
（越智会長）
２週間。それ以外のコースはなかったのですかね。
（松田委員）
ありませんでしたね。
（越智会長）
何か御意見ございませんか。
（小田副会長）
初級・中級・上級の表現の仕方が、問題ではないかと。参加しているのは幼児、保育園から参加しておりますので、小さい時からというのは賛成で、小さい時からこういう限定することを家族で楽しむと、家族の絆にも繋がって非常に良いことだと思うのです。この初級・中級・上級という所をちょっと表現を変えていくような形で。Ａコース、Ｂコース、Ｃコースで別にかまわないと思うんですけど。初級・中級・上級では、ちょっと私は賛成できないなと。
（越智会長）
そうですね。やっぱり初級コースよりは上級コースの方が難しいような気がしますね。上級コースは私も無理ですね。
コースのこと、名称でも構いませんけれども何かアイデアがございましたら是非おっしゃっていただきたいと思いますが。
（川西委員）
私も参加したことがないというか、できなかったんですよ。で、今、見ていったらすごいやりやすくなってるから、参加したいなと思うんです。

ここのパソコン・インターネットっていうところですが、小学生は自主勉強で、インターネットを使っていろんなものを調べましょう、ということで、よく使ってるんですよ。宿題で使うのに当たったら、ちょっと難しいところもあるのかなと。
（越智会長）
じゃあ、例外規定に入れなきゃいけませんね。
（川西委員）
宿題にならなければ別に問題はないのですが、インターネットで何かを調べましょうという宿題になれば、子どもはどうしてもインターネットで調べないといけませんよね。そういう時は考えていただけたらなあ、というのが親の気持ちです。
（越智会長）
なるほど。確かに情報機器を使いこなす教育も一方でしていますからね。少なくとも例外規定に入れておくほうがいいですよね。
（石田委員）
僕も、１日以上はできないんじゃないかなって。いろいろな例外もＯＫと考えても、やっぱり例外規定がどうなるのだろうか気になります。ラジオがあるから大丈夫、ということになるのかもしれませんが、ニュース、今、何が起こっているのかということを手軽に知るために、やっぱり例外規定は必要ですよね。また、今、お話があったように子ども達の学習で、やはりインターネットを効果的に使っていくことも普通になりつつあるのかもしれません。
ある程度、ちゃんと取り組めるようなものにしておかないと、結局、みんなが離れていってしまわないかな、という感じがします。無理のあるもの、そうなるとせっかくの企画に関心を持たなくなります。
１週間なり１日なりやって、その後どれくらい効果が持続するものなのかなあと思います。ノーテレビデーには参加しないけど自分たちで今日はテレビを見るのをやめようっていった感じの家庭が出てくれば素晴らしいと思うんですけど。

チャレンジした日数を選んで、企画が終わって、そこで何を得て、それをどんな風にその後、効果を持続していくのかなあ、このあたりを知りたいですね。実際に参加された方の意見を聞くといいのかも知れません。取り組んでよかった、家庭でもこのあたりが変わってきた、そういう話とか。
（事務局）
昨年度は終わった時にアンケートを取っておりますが、今年度やっていないのはちょっと反省です。引き続き、継続効果についても課題とさせていただきます。取組自体については、こういったシールを用意するとか、楽しめるような工夫を更に考えていきたいと思っております。
（小田副会長）
「家族のコミュニケーションが良くなる」これが一番の大きなポイントですね。
（松田委員）
食事の時、テレビがついていると、自分がテレビを見ていた。テレビを消すとやっぱり会話があるんで、これはとても良かったですね。あるいは人がいる限り、ずうっとテレビがついているような家庭だったのが、これを機会にテレビが切れてよかったとか。結構、習慣づいたと聞いてます。
（越智会長）
確かにその辺は大事だと思うんですね。ノーテレビデーとかノー電子メディアデーっていうと、使わない時間を確保しましょう、ということでしょうけども。使わない時間を確保するっていうことは別のことに使う時間を確保するということだろうと思うんですね。例えばノーテレビデーもノー電子メディアデーも電子メディアに接することがない時間をつくりますが、一日中ぼーっとしておけば、それがいい生活の仕方ですよという話ではないですよね。
ですから、過剰に接する時間をなくして、その代わりにその時間を読書に使うとか、話し合いをするとか、あるいは散歩に行くとか、なんでもいいんですけれども、その時間に何をしたか、みたいなものがあればいい。
（石田委員）
はっきりと「こういう良いところがありますよ」っていうところをアピールしていけばと思います。「それならちょっとやってみようかな」という気になります。メリットを勧めるのがいいと思う。見ないのを我慢するって感じになるよりも、我慢じゃなく、やめてみるのも楽しいよ、みたいな。
（越智会長）
「もっといいことがあるんだよ」っていう、そういう何かメッセージになればいいですね。
（小田副会長）
そういう効果的なものを見出せるようなアンケートをつくるというのも、一つの方法だとは思います。
（越智会長）
そういうことを書いてもらえれば、次にチャレンジするような機会がある時に「こういう風に時間を使いましたよ」っていう、ポジティブなメッセージを参加者に伝えることができますよね。
（平田委員）
どの位の家族が去年は参加したのですか？
（越智会長）
１万４，８００家族です。
（平田委員）
多いのですか？
（事務局）
子どもの少ない時代ですから、ずいぶん多い数ではないかと思っております。
（越智会長）
子どもの数って広島市は何人ぐらいですか。
（事務局）
市立の幼・小・中・高で約１０万人です。
（越智会長）
その中の１万４，８００って数は、すごいですよね。
（事務局）
今年度の、平成２１年度の目標としては９，５００家族以上という目標だったのですが、それからすれば約１万５，０００家族ですから、かなりになります。
さっきお話しましたように、ハードルを低くしたり、取り組みやすい形を毎年毎年、工夫したりしながらコースをつくっています。
（小田副会長）
この試みがすごいなと思うのは、行政の事業にも関わらず、小・中・高・幼の各所に広報を非常にしっかりしているところですね。だからこの数が得られてると思います。広報をしてないと１００家族を切るような状況だと思うんです。きちっとした広報をこれまでずっと続けてこられたっていうのが、僕はすごいというか、そうしないとここまでの数字は絶対出てこないですね。
（平田委員）
前もＰＴＡの方がここに来られて、参加する家族はそれなりの家庭環境です、みたいな話をされていました。多いのは良いことだと思うんですけども、おそらく参加されない家族にも問題があるっていうのも、現場の話だと思うんです。
参加するかしないかはもちろん任意で、その点も、とてもいいと思っているんです。むしろ参加されない方の家庭環境や背景には、何の問題があるのか、とか。そういう家庭では、過度に子どもがメディアに依存して、その結果いろんな生活習慣の問題が出たりしているんじゃないかなと思うんです。参加されない家族へも、何らかの対処や処理が必要ですね。家庭の性格の問題とかいろいろあると思うんですけども、行政のほうが色々な手助けをしていかないといけないんじゃないのかな、っていうのを思っています。
（越智会長）
ありがとうございました。
それでは次の議題になります。「議題１の３　電子メディア子ども会議」が実施予定でございます。それでは説明をお願いいたします。
（事務局）
現在、広島市政におきましては、子どもが参加して、市政に提言をしていただく、という取組をいくつか取り組んでおります。
例えば、平和の分野とか環境の分野につきまして、いわゆる「子ども会議」を開いております。電子メディアにつきましては、電子メディア・インストラクターからも、「大人が子どもたちの電子メディアの利用実態というのをつかんでない」という指摘があります。
そこで、大人たちが電子メディアについて子どもと意見交換をする「電子メディア子ども会議」を開催したいと考えております。内容については、まだ十分ではないけれども、一つのたたき台ということで提案させていただきます。
まず、電子メディア子ども委員というのを中学生・高校生、各３名ずつぐらい任命したいと思います。それから、子どもの電子メディアの利用実態調査をしたいと考えております。市のホームページから利用できるインターネット会議室というものがあります。こういったものを利用しまして、大人のコーディネーターや、電子メディア・インストラクターと一緒に、利用実態の調査や意見交換を行いたいと考えております。
それから、オフラインで電子メディア子ども会議を開催したいと考えております。年３回程度というのは、わずかな予算ですけれども、用意しております。

この子ども会議の成果については、今後の啓発活動やネット上の見守り活動などに活用したいと考えております。以上でございます。
（越智会長）
はい、ありがとうございます。電子メディア子ども会議の計画についてご説明いただきました。何か御意見、御質問、はい、どうぞ。
（松田委員）
これもとても本当にいいことだと思います。先ほど、ネットで調べる宿題が小学校でも既に出ているという話がありました。大学なんかすごい宿題でるんですよ、ネットを使う宿題が。大学のサーバーに繋ぐと、やらなきゃいけない教材が、かなりきます。本当に、ネットが手放せないんですよね。

先ほど小田副会長のほうからもありましたけど、最終的には、子どもたちがちゃんと使えるようにしないと、どうしようもないものだと思うんですよ。例えばこれ、キンドルなんですけれども、電子書籍端末ですね。カリフォルニアではこれを教科書にしてしまうということが決まってるわけです。学校にインターネットの端末を持って行く、全員が持って行く時代というのはそんなに遠くないと思うわけです。そうすると、持ってくるなとか、持ってこないとか、使うなとかっていう話ではなくて、ちゃんと使う教育をどこかでしていかなきゃいけない。
私は、パソコンボランティアをしていて、小学生に教えていた時期があるんですけど、小学生の典型的なスキルは、小学校の平均的な先生のスキルよりずっと高い。彼らのスキルっていうのは本当に高いですね。もちろん技術的なことも。きちんと教えれば、相当な判断力は持てるものなんですよ。
全員は無理としても、一部の小学生には非常にスキルが高い子ども達がいるので、その子ども達もぜひ入れて欲しいと思います。最先端の高いレベルのことをやっていこうと思うと、むしろ子ども達の方が頼りになる。
小・中学校の連携ってこの２～３年で進んでいまして、子ども達同士で教えあったりだとか、中学生が小学生に教えたりだとか、中学校の先生が小学校に行って教えるだとか、すごく成果が上がっていると思うんです。とても評判がいい。クラブなんかでも小学生が中学校に行って教えてもらうだとか。そういうふうな感じで、電子メディアについてもやっていけば、かなり成果が期待できるのではないかと思います。
（越智会長）
ここで考えられているのは、子どもが電子メディアを利用するかとか、利用している現状を、調査みたいなことをするという話。さらには、子どもたち自身が、電子メディアというものについて子ども同士で議論する。何について議論するかということはまた、問題になりますけれど。
基本的に電子メディアというものは大人用ですよね。子どものトラブルというのは子ども同士のトラブル。ネットでは、大人の世界と子どもの世界の棲み分けが出来ていない。大人の世界には大人のために作ったコンテンツがあって、それに子どもが接してしまうから、トラブルというかいろんな問題になる構図だと思うんですね。
ですから、大人に対して子どもが物を申すという機会はあったほうがいいわけで、そういうものとして役に立てばいいなっていう気がします。
（小田副会長）
内容はどういうものになるのかっていうのは、ちょっと注目しているんですけど。
先ほど松田委員が言われたように、もし可能であれば、小学生も入れてほしいな、と感じています。小学生については、大いに賛成です。４年生以上くらいの段階ですかね。僕はそのくらいだと思います。４年生くらいから、非常に使う機会が増えてきます。
（越智会長）
中学生と高校生の間でしか成り立たないような議題があるかもしれませんけども、当然、小学生が入ってこれる話題、あるいはそういう議題もあるように思いますので、ちょっと考えていただければ、もっと興味深い事業になるんじゃないでしょうか。
この審議会もそうですけど、子どもを救おう、ということでしょう。やっぱり大人側からの取組は、大人側からの心配が先に立って取り組んでいる、というのが多いと思うんです。案外、子どもに実際に聞いてみると、場合によっては、「それは的外れだね」とか「ほんとに困っているのはこういうことなんだ」っていうことが出てくれば、非常にいいことですよね。
この６名というのは、どういう数字なんでしょうか。３名と３名で６名とございますけど。
（事務局）
ハンドリングしやすい人数はこのくらいかな、という思いです。どういう形で公募するか、あるいは公募した反応がどうであるか、ということを見ながら…。

（越智会長）
とにかくやってみないとわからないという部分はあるかもしれませんけど、うまくいけば、もう少し人数は多くてもいいかなという気はしますけど。

（事務局）
インターネット上で会議するには、人数は、かまわないのですけどね。
（越智会長）
他に特にこういうことをやってもいいのではないか、という話はございませんでしょうか。
それでは、以上で「議題１　今後の取組について」という議題は終了にさせてもらいます。

■議題２　本市フィルタリング基準と携帯電話事業者のアクセス制限の状況について

（越智会長）
議題２になります。私たちの心配や不安は、フィルタリングの基準と、それから携帯電話会社とか事業者の基準というのはどういう関係性があるのかということです。そういうことを調べていただきました。
それでは、「議題２　本市フィルタリング基準と携帯電話事業者のアクセス制限の状況について」ということで、事務局からの説明をいただきたいと思います。
（事務局）
本市フィルタリング基準につきましては、平成２０年６月に答申という形でいただいております。そのフィルタリング基準が、携帯電話事業者によって、きちんとアクセス制限されているかどうかを中心に調査をいたしました。調査日時は昨年の年末、調査先は携帯電話事業者５社です。
調査項目の第１点目は、携帯電話事業者のフィルタリング機能が、本市のフィルタリング基準どおり機能しているか。２点目は、フィルタリングの方針について、御意見を自由記入していただきました。３点目は、広島市のフィルタリングの基準についての御意見を自由記入していただきました。
調査結果、第１点目でございます。２枚目の資料を御覧ください。一番左に広島市の基準を書いております。大きく５項目に分かれて、それぞれの細項目が入っているのが広島市の基準でございます。
この細項目ごとに携帯電話事業者各社のアクセス制限はなされているかどうかを、調査票に記入していただいたものです。
例えば、ドコモさんを例にとって見ますと、ドコモさんは３つのフィルタリングを持っています。広島市の基準の最初の（１）の中の「性行為」ということにつきましては、ドコモさんでは「アダルト」の「（性行為）」という分類基準でフィルタリングがかけられている。それはキッズiモードフィルタをはじめとする、３つのフィルタリングにそれぞれ機能しています、という回答をいただいているものでございます。
こうして広島市の基準のすべてにつきまして、携帯電話事業者各社は、分類の言葉は違うのですけれども、きちんとアクセス制限をしています、という回答をいただいております。トータルの結果ですが、携帯電話事業者のフィルタリング機能は、いずれも本市のフィルタリングの基準を満たしているということがいえると思います。
それから、各社のフィルタリングの方針ですが、ドコモさんは、フィルタリングを利用したまま必要なサイトだけアクセス可能にするサービスがあるということです。ＫＤＤＩさんは、フィルタリングの実行性をさらに向上させ、教育啓発の取組も強化する。ソフトバンクさんは、ホワイトリスト方式、ブラックリスト方式、ブラックリスト方式を少し緩めた３段階のフィルタリングを運用している。コミュニケーションについては、フィルタリングの種類によって、閲覧制限できる。ＷＩＬＬＣＯＭさんは、ハード面だけではなく、運用面での利便性の向上を目指す。Ｅ－ＭＯＢＩＬＥさんは、ブラックリスト方式のみであるということです。機能向上が必要であると考えるけれど、現状では難しいという意見をいただいております。
フィルタリングについての意見ですが、ＫＤＤＩさんからは広島市の顧客のためだけの制限サービスは困難である。Ｅ－ＭＯＢＩＬＥさんは、家電量販店のみの販売のため、綿密な対応が出来ていないといったような御意見をいただいております。以上でございます。

（越智会長）
はい、ありがとうございました。
前から、こういう調査結果が求められていたわけですけども、今の話では、フィルタリングの基準を各社のフィルタリングが、クリアしている様子でした。何かお気づきのことがございましたらどうぞ。

（松田委員）
事務局に聞きたいですけど、Ｅ－ＭＯＢＩＬＥさんが、音声サービス契約者数が少ないため、対応は難しいというのが、ちょっと理解できないんですけど。もともとフィルタリングと音声は関係ないわけですけど、これはどういう意味ですかね。
（事務局）
Ｅ－ＭＯＢＩＬＥさんの場合は、どちらかといえば、ネット系が中心でして、国の方針で、「フィルタリングサービスをしなさい」という話が出ましたので、そこのところだけで対応させていただきますという御回答でございました。
（松田委員）
携帯電話の契約数が少ない？
（事務局）
音声電話サービスの契約数が非常に少ないのです。ＵＳＢとかを使ったネット系の通信サービスが中心です。
 （越智会長）
他に、感想でもかまいませんし、何か御意見ございましたら、お願いします。
これは公開できるものですか？
（事務局）
基本的には、公開前提で収集した情報ではございません。この審議会に提供するために、収集したものです。フィルタリングがきちんと機能しているということで、ここで、傍聴の人が聞いたとしても、企業に不利益なものを与えることはないので、それは可能ではないかと思います。

（越智会長）
すべてクリアしている、と丸印で埋められているので、公開できるのであれば、公開したほうがいいような気がするんですよね。場合によっては、○と×の２者選択でつけたら○だけども、ちょっとグレーな部分もあるかもしれませんね。

今後、色々な工夫を各事業者がされるとすれば、公開しておけば、さらにその自覚が高まるということも考えられますよ。もし公開できるものであれば「事業者はがんばっている」そういう公開の仕方でもいいんじゃないかと思います。
（事務局）
引き続き事業者とは、連絡を取っていきたいと思います。その中で、公開の話が出来れば、公開します。
（越智会長）
可能であれば、そういう方向で、調整していただければと思います。フィルタリングの方式が、全体的に変化しておりますし、事業者のフィルタリングの分類も変わっている。大きな国際的なフィルタリングの組織がありますし、どんどんいろんな技術が出てきていますので、今後、変わることを考えれば、時々こういうことを公開していけば、実効性が高まるかなという気もいたしますので、よろしくお願いいたします。
（石田委員）
事業者は、こうした問題をどこまで真剣に考えてくれて、どれだけしっかり取り組もうとしてくれているのか、そのあたりってわかりますか。いろんなフィルタリングをかけて、いろんなことを書いているんですけど。本当に、どこまでそういうことを大事に考えて取り組んでくださっているのか、表だけで言えないこととか、どんな感じでしょうか。
（事務局）
４の（２）のところですが、かなり前向きに書いている企業が多いようにも思います。ただ、フィルタリングのアクセス制限というのは、いわゆる本社事項であったりする部分も感じます。直接店舗にポスター貼るというような事業者さんは、本社の指示だけを守っているような状況ですから、若干ニュアンスが汲み取れていないところもございます。ただ、信頼を得ることで、携帯を売らなければいけないという意識は伝わっているように感じています。
（越智会長）
一昨年ですかね、答申の審議が始まったばかりの頃ですけども、こういうフィルタリングの中身は外部に出してくれなかったですよ。各社が独自でやっているんだ、という回答があって。だから、ここにこうして出てきたこと自体が、進歩になると思います。というのは、条例あるいはこの審議会がそうかもしれませんけど、ちゃんと監視している組織があり、そういう行政機能があることは、もう、事業者さんにはわかっている。そういうことを意識しながら、やっていかざるを得ない、ということを高めるというか、そういう重みをどんどん増していけば、事業者さんも変わらざるを得ないですね。

はじめから事業者さんにモラルを求めるっていうのは非常に難しい話です。コンプライアンスは求めることは出来ますけれども、こういうようなモラルを求めるためにも、私たちのやっていることは、非常に大事なんだろうという気がします。
ということで、今日は合格ということでございました。
 （小田副会長）
今、中国では、グーグルがサービスをやめるという話がありますね。あれは、国が良いも悪いも全て制限をかなりかけている。国に都合の悪いことということで、制限していることだとは思うんですよ。そういったこともあるので、今後、国がどういう方策を取るという情報がありましたら、どんどんこちらの審議会に提供していただければ、是非お願いしたいなと思います。

（越智会長）
国の法律のレベルで言えば、業界の自主的な判断というところもありますけれど、今後は変わってくると思います。その関わり方を見ておかなければいけないと思います。
それでは、この議題と非常に関わるわけですけど、次の新しい部会を設置したいという「議題３　部会の設置について」にまいりたいと思います。

現行は、私たちが広島市のフィルタリング基準について審議し、事業者はどういう対応になっているか、というのが先ほどの内容だったのですが、広島市の基準そのものが、もしかしたら、見直す時期に来ているんじゃないか、そういう声が去年くらいから、少しずつ出てきたわけです。それについてやはり検討しなければいけないだろうと。大きい資料、先ほどのリストをご覧になったら、おわかりのとおり、いろんな考え方もあるわけですよ。
２年前はそうでもなかったのですが、今見て、こんなことは、というものがあります。例えば差別に関することですね。むちゃくちゃ増えてますね。それについては、ほとんど触れてないんじゃないでしょうか。
そういうふうに広島市の基準そのものを見直すという作業が、やはり必要だろうと思うんです。そのことに深く関わりますけど、部会設置について事務局からお話いただきたいと思います。それではよろしくお願いします。
■議題３　フィルタリング検討部会（仮称）の設置について

（事務局）
設置目的は、電子メディアに関わる環境は急速に変化しており、現在のフィルタリング機能では効果に疑問があるため、フィルタリングのあり方を専門的に検討する部会を設置しようとするものでございます。箱書きで、答申を抜粋させていただいたのですけど、答申をいただいた時から、こういった見直しというのを想定しているということがわかります。ただ、分野が専門的になりますので、いわゆる専門家を集めた部会が必要ではないか。言い方をかえますと、この審議会には、もっと総論的な大きな話をしていただく場にすべきではないかという思いもございます。
２番の委員についてですが、設置根拠は、条例施行規則に「必要あるときは、部会を置くことができる」としております。第１０条２項には、会長が指名するという規定があります。委員構成案でございますが、審議会からは２名程度、学識代表、それから警察のサイバー犯罪関係担当、市の教育センター職員、広島市には中学校教育研究会というのがございますので、校長と教諭、それぞれ出ていただくことを考えています。それから、本市の電子メディア・インストラクターを入れ、約１０名程度。場合によっては、フィルタリング事業者やサイバー犯罪対策関係者など、オブサーバーとして招くということにしたいと考えております。
委員の任期は、審議会の委員に準じて２年。部会の成果は、審議会で報告をしたいと考えております。以上でございます。
（越智会長）
はい、ありがとうございました。ただいまの御説明ですが、何か御意見、御質問ございませんでしょうか。
（平田委員）
これは、審議会の下になるのですか、組織としては。
（事務局）
第１０条１項にありますとおり、審議会に部会をおくということになります。

（越智会長）
ぶら下がるという形になる専門部会ですね。

（事務局）
部会で深い検討をしてその結果を審議会に、ということになろうかと思います。
（小田副会長）
具体的に人選とか始めていらっしゃるのですか？
（事務局）
この場の御意見を踏まえた上で進めたいと考えております。

（越智会長）
設置期間ですけども「審議会に報告することによって、部会の終了とする」と書いてありますけど、だいたいどれくらいの期間を考えていらっしゃいますか。議論の中身というか、部会の委員さんによりますよね。
（事務局）
まず、部会では何を議論すべきか、というところから部会で話していかないといけません。部会での話し合う内容で、全体のボリュームが決まってくるとは思うのですけれども、審議会の任期の関係から、２年というのが、一つの案だと考えております。
（小田副会長）
基本的には２年、とおっしゃったんですけども、部会とかプロジェクトの発想だと２年というのは、長すぎるんじゃないかと思うんですね。
（越智会長）
もっと短くですか？
（小田副会長）
大体１年で。少なくとも１年ぐらいで結論を出して、それをどんどんと…。
（事務局）
審議会にあげていくという流れですね。
（小田副会長）
そのほうがいいんじゃないんですか？
（平田委員）
短すぎるのも問題だけど、２年というのも…。
（越智会長）
やっぱり、変化している時には、何度も何度も見直していいと思うんですよ。パーフェクトなフィルタリングのリストっていうのは、できないわけですから。世の中変わりますからある程度暫定的なものを次々と配慮して、いいものにしていくっていう方法のほうが、いいような気がしますね。
２年間だけ充分なものにして、しばらく休会みたいなことにする。すると、また、同じようにカバーできないような問題が出てくる可能性がありますね。
（事務局）
不確定情報で申し訳ないのですけども、２月に下田先生と情報交換をさせていただいていた時に、下田先生が関わっておられる中央の組織から、今年の秋ぐらいにフィルタリングの基準に関わる答申というかそういうものが発表されるそうです。その答申といいますか報告書といいますか、それを参考にしながら、広島市の基準も見直していくということもよいのではないかと。１１月頃に発表になるそうなので、ということになれば、部会の任期が１年間といったら、ちょっと短いかな、ということで、２年間という設定もそのあたりを考えています。
（越智会長）
その答申というのは、どこかの審議会ですか？
（事務局）
まだ、はっきりしていません。
（越智会長）
フィルタリングについて議論しているところって、以外に多いんですよね。学術レベルでも議論してます。おそらく、関わっている省庁も一つや二つじゃなく、それぞれに考えていると思うんです。だから、どこが出すかによって、見極めなければいけない答申なのか、場合によっては、検討しなくてもよい答申なのかというのが、変わってきますので、それをちょっと確かめていただけますか？
（事務局）
今日、その説明を下田先生にお願いしていたのですけれども、昨日、急遽、御病気ということで。
（越智会長）
まだ、充分に時間はございますので、情報をいただければと思います。もし、結果を見なければいけない、見ておかなければいけないような答申であるとすれば、１１月以前に新たな基準を出してもちょっと困ることになりますよね。１１月以降に新たな基準を出したほうがいいかどうか、それも含めて考えましょう。

まだ、未確定や不明な部分があると説明をいただきましたけれど、そういう方向で、さらに練っていくということで、認めていただけますでしょうか。
それでは「その他」について、事務局から説明をお願いします。
■議題４　その他

（事務局）
今、お手元に別紙でお配りしておりますものは、ひろしま型カリキュラムに関する教材です。副読本からの電子メディアに関わる部分の抜粋になります。実物は、今から供覧させていただきますけど、今週金曜日に各学校に配布されるということです。委員の皆様お一人お一人に、配れればよかったのですけど、間に合いませんでしたので、増し刷りしたものを、配らせていただいております。
１枚目が、広島型カリキュラムについての簡単な説明です。御承知の方もおられるとは思いますけども、この４月、平成２２年度から、広島市のすべての小中学校でスタートを切るという小中学校の９年間を見通した広島市独自のカリキュラム、教育課程でございます。
特徴といたしまして、３点あります。１つ目は小学校と中学校の連携接続を図っていく。２つ目は、言語数理運用科という新たな教科を小学校５年生から中学校３年生の各学年で扱っていく。それから３つ目が、小学校５年生と６年生に小学校英語科を新たに導入する。週１時間４５分の授業と、１５分の授業を週３回行うことを基本としまして、各学年で年間７０時間ほど、やっていくという中身になっています。

今日お配りしておりますのが、言語数理運用科の中２を除きました５年、６年、中１、中３の教材です。

言語数理運用科として、５年生では７つの単元が、提示されています。右側の真中に「インターネットで検索したら」という単元が教材として含まれています。３ページ目からが５年生の具体的な中身という形になります。１３ページからは６年生ということになります。１３ページの６年生では、「マナーを守って電子メールを利用しよう」ということで、電子メールの使い方について、考えていく単元が設定されています。１４ページが、具体的な資料の中身になります。２５ページまでが、６年生の具体的な中身になります。２６ページが、中学校１年生の単元の一覧です。ここでは「著作権について考えよう」というところが、情報に関わる中身になっています。２７ページのところで、自宅でＣＤをコピーしたりインターネットで情報のやり取りをしたりしようとする現状の中で、著作権が身近な問題になっているので、このことについて考えましょうという題材が提示されています。２９ページのところで、違法音楽ファイルの推定ダウンロード数とか、着うたとかが出てきます。中２は、教科のほうでカバーするということで、電子メディア関係は、特に設定されていません。中３では「中学生に携帯電話は必要か」ということについて、みんなで考えて、自分の考えをまとめていこうということです。３２ぺージと３３ページそれぞれに、必要だという意見と必要でないという新聞記事が、ひとつの資料として提示されています。両方の意見を聞いたり、アンケートの調査結果等を題材に考えたりしていく学習内容になっています。以上です。
（越智会長）
ありがとうございました。何か御感想や御意見ございましたら、お願いします。いかがでしょうか。
ページ数で１４のところにチェーンメールの例がありますけど、チェーンメールって、まだあるのですか？かつて、パソコンというか、端末でのネット利用が主流だったころは、チェーンメールは結構大きな問題だったんですよ。サーバーがダウンしますから。ですから、文科省なんかも結構真剣に、チェーンメール防止に力を入れてましたが、今はサーバーが高性能になっていて、チェーンメールでダウンする時代ではないのでしょう。サーバーがダウンすることがなくなってから、チェーンメールは一気に減った感じですけど、携帯では復活しているんですかね。
（事務局）
確かにサーバーの機能は上がって、チェーンメールの数自体は、少なくなったようです。具体的な数字は捉えていないのですが、中学生の間では、チェーンメールに関して、悩みはナンバー１、ナンバー２というような状況でございます。高校生になりますと、悩みの順位は下がっています。チェーンメールと言いましても、不幸の手紙的なものではなく「どこそこのテレビ番組が取材にくるからメールを回して」というタイプが流行です。
（越智会長）

他に何かございませんか。
（川西委員）
ひろしま型カリキュラムについて、ある小学校で説明を受けたのですけど、そこの小学校では、すでに実施しているとの説明をされました。すでに何校か、実施されてらっしゃる学校はあるのですか？
（事務局）
全ての学校が実施するというのが、この４月からになります。研究開発校という形で、先行して取り組んでいた学校はあります。

（越智会長）
他にいかがでしょうか。これから小学校も英語は入ってくるし、思考力は養わなければいけないし、学校も変わってきますね。どんどんと。
（松田委員）
著作権のことが出ていたのですけど、学校現場では、教育に関することはコピーしていいというのがあるんですよね。例外規定というか、著作権法にあるんですよね。ですから、学校というのは結構コピーが可能なものがあるわけです。そこの境界がきちんとしてなくて。学校でコピーすることの指導は、どうなっているのかが知りたいです。
（越智会長）
以前よりも良くなっているでしょうね。最近、大学でも、主だったソフトウエアは、個人で購入せずに、大学で全体として買っています。例えば２千人分の使用する権利とか１万人分の使用する権利とか、そういう使用権を買って配布するやり方を行ってます。小学校や中学校や高校の先生方も、そういう感じなのでしょうかね。著作権侵害防止の件は、推進しなければいけない。国策と同時に常識になってますよね。

特にございませんようでしたら、「その他」については、終了ということにさせていただきます。
本日、予定しておりました審議項目は、これで全てです。これで本日の会議を終わらせていただきます。































